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はじめに

このレポートの位置づけ 注記

・本資料は、2020(R2)年の国勢調査結果

等により、主に直近10年程度の人口動向

について分析している。

2010(H22)年以前の人口動向や特徴等

については『こまつ人口ビジョン』でよ

り詳しく報告している。

はじめに ・・・・・・・・・・・・・ １ このレポートの位置づけ・構成について

Ⅰ 人口の現状 ・・・・・・・・・・ ２ 人口の動きの特徴や課題等について

総人口の動き 年齢層別での動き

女性人口の動き 日本人･外国人別での動き

地域別での動き

Ⅱ 人口のこれから ・・・・・・・・ ７ 推計人口による将来の見通しについて

社人研による将来推計

若年女性の動きからみる将来推計

Ⅲ 人口の将来展望 ・・・・・・・・ 11 人口目標の達成への条件や推計について

Ⅳ ビジョン実現に向けて ・・・・・ 12 2040年への取組みの方向性について

レポートの構成

本資料は、本市の現状と将来の姿を人口の側面から分析し、2023(R5)年に策定した『小松

市2040年ビジョン』の実現に向けた総合戦略や各種の政策立案等のために活用される基礎

資料であり、まち･ひと･しごと基本法の規定に関する小松市版「地方人口ビジョン」である。

2015(H27)年に公表した分析報告（こまつ人口ビジョン）以降、小松市では公立大学の

設置や北陸新幹線の延伸開業など人口動向にも関与する大きな契機があった。

一方で、新型コロナウイルスの世界的流行や国際関係の変化、自然災害の脅威などを受

けて、本市を取り巻く経済･社会環境は大きく変容しており、日本全体においても少子高

齢化は進行し、東京一極集中の是正は見通せない状況にある。

それらの時代変化も認識しながら、本資料は、市人口に関する2015年の報告資料を大幅

に改編し、直近の統計調査や将来推計等を踏まえた最新の動向を始め、市が人口目標を定

めている2040(R22)年や、その後も同様の条件で推移した場合の2060(R42)年までの市独

自の将来推計、および今後の課題や展望等を示すものとする。
こまつ人口ビジョン（2015年公表）

・2025(R6)年1月公表の『小松市ビジョ

ン総合戦略』は、本資料に掲載した各種

分析等を踏まえ策定している。

・本資料では、特記がない限り年次は西

暦表記を基準とし、国立社会保障･人口

問題研究所は｢社人研｣とする。
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小松市の人口は、1974(S49)年に10万

人を超えて以降、2004(H16)年までは増

加が続きその後減少に転じたが、今日ま

での半世紀にわたり10万数千人台で推移

している。

ただし、少子高齢化等の影響を受けて

人口の年齢構成は大きく変化しており、

15歳未満人口の割合は約40年前から半減

の一方、65歳以上人口の割合は全体の3

割近くと逆転している。

また、直近 5 年間 (2018(H30) 年～

2023(R5)年)の人口減少率▲2.4％は、減

少が始まった2005(H17)年からの5年間

(▲1.2%)に比べて約2倍となっている。

増減の要因では、長らく社会減を上回

る自然増が人口増を支えていたが、2000

年代後半以降は、出生数の減少と高齢化

に伴う死亡数の増加により自然減に転じ

たことで、総人口も減少局面となった。

なお、自然増による人口増加期の1960

年代後半～1980年代前半には、学校を始

めとする多くの公共施設が建設されてお

り、築年数の経過に伴い今後大規模な改

修･建替え時期を一斉に迎えることとなる。

社会動態は、転出超過が大きい傾向に

あったが、2014(H26)年以降は転入超過

の年も現れるようになっている。これに

は複数の要因があるとみられるが、外国

人住民の増減がその一つとなっている。
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Ⅰ 人口の現状 総人口の動き

人口の推移（総数・年齢３区分別構成・高齢化率） 各年12月末現在

（2023）年

｢住民基本台帳｣ より作成（1975年以前は総人口のみ。法改正により2012年からは外国人住民を含む）

（人）
人口動態

（人）
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10万人到達
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日本人のみ 日本人＋外国人

｢住民基本台帳｣ より作成
第2次

ベビー ブーム

自然動態（自然増減）・社会動態（社会増減）の年間推移

年
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Ⅰ 人口の現状 年齢層別での動き・女性人口の動き①

年齢階層別の人口移動

女性の年齢階層別移動の推移

年齢層別の社会動態について、直近5

年間の状況をみると、男女ともに進学

(高校卒業)時相当の15～19歳となる世代

で大きな転出超過となっている一方、就

職(大学卒業)時相当の25～29歳となる世

代では大きな転入超過となっている。

また、進学･就職双方の要因が含まれ

る20～24歳となる世代の動向は、男女で

大きな差異があり、女性の転出超過が顕

著となっている (男性の転出入の均衡は、

就労等に伴う外国人住民の動向にも留意

する必要がある) 。

また、若年女性の社会動態について、

直近調査の5年前および10年前との状況

を比較すると、直近では転出入の均衡に

向けて改善している（全世代合計では転

入超過に転じている）。

これは、前述同様に就労等に伴う外国

人住民の動向にも留意する必要があるも

のの、公立大学の設置や就労環境の整備、

定住促進など、これまでの若年層に対す

る積極的な取組みに一定の効果があった

ものと推察される。

今後とも、女性の就労環境の充実や

ファミリー層を始めとする定住促進、結

婚･出産･子育てに関する総合的なアプ

ローチにより、社会動態に対する積極的

な取組みを進めていく必要がある。
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女性男性

平成22年･平成27年･令和2年 ｢国勢調査｣より作成

（転入：人）

（転出：人）

令和2年 ｢国勢調査」より作成 （純移動数：人）

（純移動数：人）

（転入ー転出）

▲５年前の年齢

▼調査時点の年齢

▲５年前の年齢

▼調査時点の年齢

▲５年前の年齢

▼調査時点の年齢

就職等の転入
（転入超過）

進学等の転出
（転出超過）

男女間でギャップ

子育て世代の底上げ

進学･就職
世代の改善

全世代計：▲395人

〃 ：▲390人

〃 ：＋123人

転出超過

＋135

＋107

＋99

2015年→2020年の純移動数（外国人を含む）

転入超過

2010年･2015年･2020年（いずれも外国人を含む）
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Ⅰ 人口の現状 女性人口の動き②

「国勢調査｣ より作成（小松市分のみのデータはなし）

産業別女性従事者の転出入（石川県）

「国勢調査｣ より作成

2020年と2015年との現住地比較（外国人を含む）
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県外 国外

（転入：人）

（転出：人）

転出超過

転入超過

（人）

A 農業，林業
B 漁業
C 鉱業，採石業，砂利採取業
D 建設業
E 製造業
F 電気・ガス・熱供給・水道業
G 情報通信業
H 運輸業，郵便業
I 卸売業，小売業
J 金融業，保険業
K 不動産業，物品賃貸業
L 学術研究，専門･技術サービス業
M 宿泊業，飲食サービス業
N 生活関連サービス業，娯楽業
O 教育，学習支援業
P 医療，福祉
Q 複合サービス事業
R サービス業（他に分類されないもの）
S 公務（他に分類されるものを除く）
T 分類不能の産業

A 農業，林業
B 漁業
C 鉱業，採石業，砂利採取業
D 建設業
E 製造業
F 電気・ガス・熱供給・水道業
G 情報通信業
H 運輸業，郵便業
I 卸売業，小売業
J 金融業，保険業
K 不動産業，物品賃貸業
L 学術研究，専門･技術サービス業
M 宿泊業，飲食サービス業
N 生活関連サービス業，娯楽業
O 教育，学習支援業
P 医療，福祉
Q 複合サービス事業
R サービス業（他に分類されないもの）
S 公務（他に分類されるものを除く）
T 分類不能の産業

働く場の観点での女性の人口移動につ

いて、職種別での石川県外からの転出入

の状況と小松市内の就業者数の動向を比

較すると、卸売業・小売業および教育関

連産業では、県全体および市内ともに就

労の拡大傾向がみられており、小松市で

はこれらの業種の動向が、前述した女性

層の転出入の改善にも一定の寄与をした

ものと推察される。

一方で、製造業、宿泊業・飲食サービ

ス業は、県全体では転入超過 (特に製造

業は外国人とみられる｢国外｣ の影響が

大きい) となったが、小松市内での就労

者は減少しており、女性 (特に日本人女

性) の就労拡大の場としての寄与は低

かったものと推察される。 (なお、宿泊

業や飲食業などの対人サービスは、新型

コロナ禍の影響も考えられる) 。

また、医療･福祉分野は、県全体では

転出超過となった一方、小松市の就労者

数への影響は小さいことから、労働力バ

ランスが均衡または担い手不足の傾向が

あったと推察される。

女性の定住につながる働く場所の充実

のため、小松市の主要産業である製造業

を始め多様な業種において、女性に向け

た就労環境の整備やキャリア形成の充実

などが求められる。

産業別女性従事者の増減（小松市） 2020年と2015年との就業者数比較（外国人を含む）

転出影響
は小さい

就業者増と
なっていない

転入超過

就労拡大
に寄与
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Ⅰ 人口の現状 日本人･外国人別での動き

日本人住民・外国人住民別の人口動態 自然動態・社会動態の年間推移 人口動態を直近10年間の国籍別にみる

と、日本人住民は、特に自然動態の影響

により減少幅が拡大傾向にある。

一方で外国人住民は、社会動態の影響

による増加がみられる。新型コロナウイ

ルスに関する入国制限等により2019(R1)

年から数年間はおよそ入出均衡で推移し、

制限の緩和等により再び増加している。

直近の20年間の外国人住民数の推移で

は、2009(H21)年までは緩やかに増加後、

2014(H26)年までは一時的に減少したも

のの再び増加に転じた。以降は転出入の

影響による急速な増加局面を迎え、2023

年12月末では3千人を超えている。

外国人住民の総人口比は、直近で2.8％

であり、これは全国値(2.7%)とほぼ同数

である。このうち男女別では、男性(3.6%)

は全国値(2.7%)を1ポイント近く上回る

一方、女性(2.1%)は全国値(2.6%)下回っ

ており、製造業を主要とした小松市の産

業構造による影響が大きいと推察される。

直近の国籍別の内訳では、ブラジル籍

が全体の3分の1以上を占め、次いでベト

ナム籍、中国籍等の順となっている。

働く世代の減少に伴い、今後も仕事に

携わる外国人住民の増加が見込まれるこ

とから、生活環境の多言語対応や地域住

民との相互理解・交流など、多文化共生

社会への多様な取組みが一層重要となる。

外国人住民数の推移・国籍別内訳

｢小松市人口動態白書｣ より作成

国籍別の割合
（2023年12月末時点）

各年12月末の人口
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男性 女性 総人口に占める割合

（人） （%）

総務省 ｢住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査｣ より作成
（計算方法の差異等により増減総数は ｢小松市人口動態白書｣ と一部異なる）

外国人日本人（人）
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旧西尾

旧波佐谷

第一

符津

旧波佐谷

苗代向本折

今江

日末

串
符津

蓮代寺

向本折

那谷

旧金野

中海

東陵

国府

旧西尾

Ⅰ 人口の現状 地域別での動き

地域別（小学校下別）に直近10年間の

人口の増減（左上市域図参照）をみると、

増加した地域は、いずれも平野部にある

5地域（苗代＋9.8％、第一＋9.3%、符津

＋5.0%、今江＋1.4%、向本折＋0.5%）で、

他の20地域では減少した。

15歳未満の人口の増減（左下市域図参

照）では、3地域（蓮代寺＋12.8% 、符津

＋11.0%、向本折＋3.6%）で増加した。

15歳未満と65歳以上の年齢層別の増減

分布（右散布図参照）をみると、市街地

やその近隣の地域では、15歳未満の層が

増加または減少率が小さいものの、地域

の高齢化は全体で進行している。

そのうち山間部や郊外の地域では、15

歳未満の層の減少率が大きく、さらに山

間部では、65歳以上の層も減少しており

人口減が大きく進んでいる。

なお、総人口が増加した5地域につい

ても、年齢層別の増減分布をみると増加

要素は少しずつ異なるものと見られる。

また、15歳未満と65歳以上の層は増加

したが総人口は減少した地域（蓮代寺）

では、転出入に比べて住民の加齢と出生

の影響がより大きかったものと推察され

る。

▼60

▼50

▼40

▼30

▼20

▼10

＋0

＋10

＋20

▼10 ＋0 ＋10 ＋20 ＋30

2013年→2023年 人口増減率
（総数）

地域別の人口増減（総数・15歳未満・65歳以上） 2013年と2023年との比較

蓮代寺

苗代

符津

旧波佐谷

串

向本折

芦城

稚松

第一

今江

荒屋

能美

旧西尾

矢田野

木場

粟津

東陵
国府

月津

安宅

犬丸

中海

日末

那谷 旧金野

2013年→2023年 人口増減率
（15歳未満）

いずれも ｢小松市人口動態白書｣ より作成

2013年→2023年 人口増減率（15歳未満と65歳以上）

（％）

（％）

増減率（65歳以上）

増
減
率
（
15
歳
未
満
）

総人口増の地域
総人口減･15歳未満増の地域
15歳未満･65歳以上両方減の地域

その他
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1.7 
（16%）

1.7 1.6 1.5 1.4 
（13%） 1.3 1.2 1.1 1.1 

（11%） 1.0 0.9 
（11%）

7.2 
（66%）

7.0 6.7 
6.2 6.2 

（58%）
6.0 5.8 5.5 5.1 

（54%）
4.7 4.5 

（52%）

2.0 
（18%） 2.2 2.6 

3.0 3.1 
（29%） 3.1 

3.1 
3.1 3.2 

（35%） 3.2 3.2 
（37%）

108,622 109,084 108,433 106,919 106,216 103,677
100,480

97,08793,531
89,852

86,175
(82,206)

(77,901)

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

年間で亡くなる人数（2010年代は実数。2020年代以降は社人
研推計(令和5年推計)のうち 生残率のみの推計人口から試算）

Ⅱ 人口のこれから 社人研による将来推計①

社人研推計に準拠した将来人口の見通し（総数・年齢３区分別構成） 小松市の人口は、地方創生が始まった

当時の推計からは上振れで推移しており、

2040(R22)年には9.35万人、2060(R42)

年には7.8万人になると推計されている。

15歳未満や15～64歳の人口は一貫し

て減少が続くとされる一方、65歳以上と

なる人口は、2040年代に第二次ベビー

ブーム世代が年齢に到達するまで増加し、

その後緩やかに減少するとされている。

高齢化の進行に伴う社会保障のため、

これまでも各種租税負担の増加や高齢者

関連費用の割合は大きく伸びてきた。一

方で、それらを負担する勤労者の賃金上

昇は伸び悩み続けたため、現世代の負担

は過去に比べて増大している。

今後も社会保障費の増長は避けられな

い中、働く世代の人口減と構成割合の低

下が続くことにより、労働力だけでなく、

世代間での各種負担の公平性等にも多大

な影響を及ぼすことになる。

また高齢化は、亡くなる人の増加(下

表参照)への影響も見込まれ、独居や空

き家･放棄地などへの対応が懸念される。

100 122.1 

147.6 

188.1 

210.4 

133.3 

152.7 
147.4 148.9 

100

120

140

160

180

200

220

社会保険料負担率
(年金＋医療＋介護)

2.7 

8.6 

15.0 

25.0 

28.4 

3%
5%

6%

10%
11%

0

10

20

30

1980 1990 2000 2010 2020

一般財源に
占める割合

（億円）

賃金
(名目賃金)

年
年1980 1990 2000 2010 2020

社人研「日本の地域別将来推計人口(令和5年推計)｣より作成（出生･死亡中位仮定）

1.1

1.29

1.4千人
1.35 1.35

1,100

1,200

1,300

1,400

2010年代 2020年代 2030年代 2040年代 2050年代

人口構造の変化による影響（社会保障負担等の推移）

日本の勤労者の収入･社会保障負担の変化
（1980(S55)年を100とした伸び率）

（％）

介護保険制度開始

小松市の高齢者福祉に要する費用
（一般財源ベース）

市決算資料をもとに作成市調べによる

（人/年）
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2000 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060年2005 2010 2015 2020

実績値（国勢調査人口）

（万人）

社人研推計

2020年基準
の最新推計

15歳未満

15～64歳

65歳以上

少子化は進行

働く世代は減少

65歳以上1人
あたり3.6人

65歳以上1人
あたり2.0人

65歳以上1人
あたり1.6人

65歳以上1人
あたり1.4人

推計基準を2050年
と同様の条件で
延長させた場合

65歳以上人口はピークへ
（割合の上昇は続く）

2015年基準
の当時推計

2010年基準
の当時推計

2010年基準の推計から＋5千人

2015年基準 〃 ＋2千人上振れ

※年齢区分は後出の市独自推計と異なることに留意

推計を延長

※租税負担を含む全体の国民負担率も増加（対国民所得比 1980年 30.5％ → 2023年見込み 46.1%）



85歳以上

80～84歳

75～79歳

70～74歳

65～69歳

60～64歳

55～59歳

50～54歳

45～49歳

40～44歳

35～39歳

30～34歳

25～29歳

20～24歳

15～19歳

10～14歳

5～9歳

0～4歳

5,525～～

85歳以上

80～84歳

75～79歳

70～74歳

65～69歳

60～64歳

55～59歳

50～54歳

45～49歳

40～44歳

35～39歳

30～34歳

25～29歳

20～24歳

15～19歳

10～14歳

5～9歳

0～4歳

85歳以上

80～84歳

75～79歳

70～74歳

65～69歳

60～64歳

55～59歳

50～54歳

45～49歳

40～44歳

35～39歳

30～34歳

25～29歳

20～24歳

15～19歳

10～14歳

5～9歳

0～4歳

Ⅱ 人口のこれから 社人研による将来推計②

男女別年齢階層別の人口推移（人口ピラミッド）

年齢層別の人口推移では、構成割合の

変化とともに非婚化や晩婚化傾向が見て

取れる。また、死別等による一人暮らし

高齢者の増加等が推測できる。

この傾向が続くことで、少子化への影

響とともに、単身世帯のさらなる増加と

高齢化の進行が推察されることから、心

身や生活に関わる様々なリスクの予防や

ケアの必要性が高まるものと見込まれる。

またこの傾向は、価値観の多様化とと

もに社会環境や経済状態等にも起因して

おり、結婚や出産などの希望が実現する

社会づくりに引き続き取組む必要がある。

例）
1980年以前
生まれ ▲

85歳以上

80～84歳

75～79歳

70～74歳

65～69歳

60～64歳

55～59歳

50～54歳

45～49歳

40～44歳

35～39歳

30～34歳

25～29歳

20～24歳

15～19歳

10～14歳

5～9歳

0～4歳

～～6,300

1980(S55)年（実績値） 2000(H12)年（実績値） 2020(R2)年（実績値）

2040(R22)年（推計値） 2060(R42)年（推計値）

5,000 3,000 1,000 ０ 0 1,000 3,000 5,000 5,000 3,000 1,000 ０ 0 1,000 3,000 5,000 5,000 3,000 1,000 ０ 0 1,000 3,000 5,000

5,000 3,000 1,000 ０ 0 1,000 3,000 5,0005,000 3,000 1,000 ０ 0 1,000 3,000 5,000

右：女性左：男性

5,082～～

85歳以上

80～84歳

75～79歳

70～74歳

65～69歳

60～64歳

55～59歳

50～54歳

45～49歳

40～44歳

35～39歳

30～34歳

25～29歳

20～24歳

15～19歳

10～14歳

5～9歳

0～4歳

■未婚･15歳未満

■有配偶者

■死別

■離別

■不詳

昭和55年･平成12年･令和2年 ｢国勢調査｣による配偶関係別の値、および 社人研 ｢日本の地域別将来推計人口(令和5年推計)｣より作成

右：女性左：男性

1981年以降
▼ 生まれ
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（人） （人）

（人） （人）

「釣り鐘型」から「つぼ型」形状に移行、今後は「逆さ富士」の形状へ
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500

2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年

社会減の影響

自然減の影響

Ⅱ 人口のこれから 若年女性の動きからみる将来推計①

-13.3

-20.0
-22.0

-24.7

-29.3

-36.6

-2.4

-5.6

-9.0

-15.3

-22.9

-29.5

-40

-35

-30

-25

-20

-15

-10

-5

0

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年

2010年基準の推計

2020年基準の推計

若年(20～39歳)女性の人口動態（小松市）

人口戦略会議「地方自治体｢持続可能性｣分析レポート」より作成（％）

（人）

若年(20～39歳)女性人口減少率（小松市） 基準年からの減少率

2020年基準からの増減数

2010年 2020年

社人研「日本の地域別将来推計人口(令和5年推計)｣より作成（移動想定の推計と封鎖人口の推計との差分から試算）

30年後

30年後

基準年から

基準年から

7.1pt改善

-2,086

人口 9,935人 7,001人

民間の有識者グループである人口戦略

会議は、社人研の将来人口推計をもとに

20～30歳代の女性の数の減少率を分析し、

2024(R6)年4月に『地方自治体｢持続可

能性｣分析レポート』を公表した。

小松市においても、全国的傾向と同様

に20～30歳代の若年層、とりわけ若年女

性人口の動向が将来人口に大きな影響を

及ぼすと推察される。

同レポートでは、 2020(R2)年から

2050(R32)年の30年間で、若年女性人口

が50％以上減少する地方自治体を ｢消滅

可能性自治体｣ と定義している。(全国で

744自治体が該当)

小松市は▲29.5％と消滅可能性自治体

には該当せず、30年後の減少率としては

10年前の同種調査から＋7.1ポイント、

2040年の同期で比較した場合は＋21.3ポ

イント改善している。

2020年国勢調査を基準とした社人研推

計 (2023(R5)年12月公表) によると、小

松市の若年女性人口は2020年から2050

年までの30年間で2,934人減少し、この

うち2,086人が自然減の影響、848人が社

会減の影響であると推計しており、日本

全体の課題である少子化への政策的アプ

ローチとともに、社会動態に対する取組

みも必要であることを示している。

▲2,934人

基準年 基準年

自然減により

社会減により

-848

21.3pt改善
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1,103 1,101 
▲0.2%

996 959 
▲3.7%

901 
▲6.0％

749 

1.50 1.50 1.50 

1.69 1.71 

1.53

1.42 
1.37 

1.40 

1.47 
1.54 

1.38 
1.39 

1.32 1.34 
1.41 

1.43 

1.26

0.9

1.0

1.1

1.2

1.3

1.4

1.5

1.6

1.7

1.8

1997年 2002年 2007年 2012年 2017年 2022年

小松市

石川県

国

金沢市

小松市

加賀市

かほく市

白山市

能美市
野々市市川北町

▼80.0

▼70.0

▼60.0

▼50.0

▼40.0

▼30.0

▼20.0

▼10.0

△0.0

▼60.0▼50.0▼40.0▼30.0▼20.0▼10.0△0.0

Ⅱ 人口のこれから 若年女性の動きからみる将来推計②

人口戦略会議「地方自治体｢持続可能性｣分析レポート」より作成

若年(20～39歳)女性人口減少率（小松市、石川県内19市町）

（％）

（％）

合計特殊出生率の５年毎の推移（小松市、石川県、全国）

減少率（封鎖人口）

減
少
率
（
移
動
想
定
）

▲
▲
社
会
減
対
策
に
よ
り
改
善

◀◀自然減対策により改善

自立持続可能性自治体 (65)

消滅可能性自治体 (744)

ブラック
ホール型

自治体 (25)

●小松市
●南加賀圏域
●その他市町

ただし合計特殊出生率の推移を見ると、

小松市は石川県及び全国平均を上回って

いるものの、直近では大きく下降し出生

数の減少が再び加速していることから、

自然減対策も改めて重要である。

出生数(人)

「小松市人口動態白書」「人口動態統計」「国勢調査｣より作成

人口戦略会議「地方自治体｢持続可能性｣分析レポート」より抜粋

その他の自治体 (895)

※表中のカッコは 該当する全国の自治体数

人口戦略会議は、前出のレポートにお

いて、人口移動が無い場合を仮定した

｢封鎖人口｣ の推計結果を用いて、若年

女性人口の減少率に応じて全国の自治体

を9つの分類に区分 (下表参照) している。

このうち小松市のポジションは、人口

移動の有無に関わらず一定程度の減少率

である ｢その他の自治体｣ の区分 (下表中

のD-③) のうち、自然減の影響がやや低

い位置寄りにある。

よって、自然減対策とともに社会減対

策により注力することで、減少率が低い

｢自立持続可能性自治体｣ に近づく(左表

中の )と推察される。

▲16.9%
▲9.5%

５年間の
減少率

※他地域からの人
口流入に依存し
当該地域の出生
率が非常に低い
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2020年基準の社人研推計の算出方法を踏まえた小松市の独自推計による（2040年以降の条件や年齢区分は上表と同様）
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Ⅲ 人口の将来展望

目標達成シミュレーション 市独自の年齢区分による総人口及び年齢階層別人口の推移 『小松市2040年ビジョン』が描く2040(

R22)年までに、出生率の向上や社会動態

の改善、寿命の伸長などが進むと仮定し、

｢小松市都市デザイン（2024(R6)年9月改

訂）｣で定めた人口目標の達成（総人口10

万人以上など）をシミュレーションした。

条件として、近年の合計特殊出生率は

全国値より0.3程度上振れして推移して

いることから、2025(R7)年を1.60として、

その後の取組みで2040年までに人口置換

水準とされる2.07に上昇すると仮定した。

また社会動態の改善として、女性や若

年層、外国人等の就労環境の向上、ファミ

リー層の定住拡大の取組み等で、直近の動

態からさらに約3千人の上積みとした。

さらに健康寿命の伸長により、70歳以

上の年齢層の寿命が2040年までに1歳程

度伸長すると仮定した。

これらの条件により2040年には社人研

の推計に比べ7千人程度上積みされるこ

とで、減少幅や人口構造の急変は緩和さ

れ、都市デザインに掲げた重要指標であ

る①活力創出コア人口や②子ども人口も、

2040年の各目標値（①5.8万人･②1.7万人）

に向けて改善し人口が安定化していく。

なお、2040年時点の出生率や移動率の

条件が以降も継続した場合は、2060年の

総人口は約9.5万人と、社人研の推計に

比べ約1.7万人の上振れと試算された。

2020年基準の社人研推計の算出方法を踏まえた小松市の独自推計による

重要指標別（活力創出コア人口、子ども人口）のシミュレーション

11

2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060年

（万人）

（万人）

2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060年

人口目標年

10.05万人

子ども人口
（18歳未満）

活力創出コア人口
（18～69歳）

70歳以上

＋７千人
上積み

子ども人口
（18歳未満）

活力創出コア人口
（18～69歳）

70歳以上

減少幅を
緩やかに

少子化に
歯止め

寿命延伸
＋１歳

2020年基準の
最新の社人研推計

同上

同上

人口目標年

2020年基準の
最新の社人研推計

市独自推計

推計基準を2040年と同様の
条件で延長させた場合

※年齢区分は前出の社人研推計と異なることに留意

最新の社人研推計の算出方法によると目標
1.7万人には 更なる上積みの取組みが必要

実績値
（国調人口）

人口構造の
安定化



前出の都市デザインで定めた高い目標

を達成するためには、人口動態が現状よ

り大きく好転する必要がある。

一方で、人口問題に大きな影響を及ぼ

す経済不安を始めとした経済社会課題は、

一つの自治体だけでは容易に解消できる

ものではなく、国を挙げての先送りしな

い大胆な取組みが急務である。

小松市は早くから、子育てや大学設置

を始めとした教育環境の充実に目を向け

た取組みを進め、社人研推計に対して上

振れ基調を創り出してきた実績がある。

また、優れた交通インフラや都市基盤、

産業力などから育まれた高い住みよさ、

豊かな自然や文化など、地方創生に向け

た有力な資源や高いポテンシャルがある。

こまつ創生のステークホルダーが一丸

となり、それらの強みを活かして全ての

世代が住みたい・住み続けたくなる生活

環境をつくり、人流の好循環を生み出し

ていくことで、目標達成の可能性を高め

明るくにぎやかな小松の未来が築かれる。

Ⅳ ビジョン実現にむけて

目標達成に向けた取組みの方向性

市制100周年の2040年も「人口10万都市」へ
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● 活力創出コア人口（18～69歳） 5.8万人以上へ
● 子ども人口（0～17歳） 1.7万人以上へ
● 高い｢いきいきシニア率｣、合計特殊出生率 2.0以上 へ

2040年目標
(重要指標)

2040年：社人研推計比＋3,200人以上

（小松市は全国値より0.3程度高く推移）

● 定住･移住･就学などにより
各世代での人口増加

0～17歳人口 ＋1,300人以上

18～69歳人口 ＋2,500人以上

（うち女性人口 ＋1,200人以上）

自然動態

2040年：社人研推計比＋3,800人以上

社会動態

● 合計特殊出生率の向上

好循環を生む こまつ創生 の展開

● 健康寿命の伸長（いきいきシニア率向上）

(直近) 2025 2030 2040 2050 2060年

市将来展望 1.53 1.60 ・・・ 2.07 2.07 2.07

国ビジョン 1.26 ・・・ (1.80) (2.07)
約0.3

● 女性の就労機会拡大･キャリア形成

● 若者の希望実現（結婚・出産など）

● ダントツの子育て環境や充実した
教育環境づくり

● 健康長寿社会の追求

● 若者･女性･外国人等の就労環境向上

● 生活基盤のベースアップ（医療 ･ 福祉、
地域交通、防災力等）

● 質の高い生活空間と誰もが安心で
魅力ある住環境づくり

取
組
み
の
方
向
性 など

人の動きの好転

（H29推計）
※国が目標とする2030年1.80は直近動向を考慮すると到達は不透明

～～
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